自動車損害賠償責任共済の取り組みに関する協定書
　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」といいます。）と、全国労働者共済生活協同組合連合会　自治労共済支部（以下、「乙」といいます。）は、乙が定める自動車損害賠償責任共済の事業規約にもとづき行う共済事業（以下、「自賠責共済」という。）につき、甲が組織活動として取り組むにあたり、甲の構成員である共済契約者の委任を受けた甲の事務手続きが円滑に行われることを目的として、次のとおり協定します。
（事務手続きの委任）

第1条 甲は、乙に対する共済契約の加入申し込み、共済掛金の払い込み、異動・解約の届け出に関する事務手続きを甲の構成員である共済契約者からの委任を受けて取り扱います。

（加入資格）

第2条 甲の構成員が、自賠責共済に加入しようとするときは、その者の勤務地または居住地の全国労働者共済生活協同組合連合会の会員である生活協同組合の組合員とならなければなりませんただし、その者がすでに当該生活協同組合の組合員である場合には、この限りではありません。

（団体事務手数料）
第3条 乙は、甲に対し、第１条の事務手続きに対する団体事務手数料を乙が受領した共済掛金の中から共済契約者に代わり支払います。

２　金額は、車両の種類および共済期間を問わず、当該年度内に成立した契約１件につき1,600円とし、年次精算時に支払います。
（通知義務）
第4条 甲は、次の各号に掲げる事実が生じたときは、その旨を書面によりただちに乙に通知しなければなりません。
（1） 甲の所在地、名称を変更したとき
（2） 甲の代表者が交代したとき
（3） 甲が合併または解散したとき
（この協定の解除）
第5条 甲または乙は、本協定の有効期間中であっても、３ヵ月前までに予告して、本協定を解除することができるものとします。
２　前項の規定にかかわらず、甲または乙に、この協定を存続することが困難な正当な事由が生じたときは、甲または乙は、催告なくしてこの協定を解除することができるものとします。
（個人情報の管理について）

第6条 甲および乙は、個人情報の適切かつ安全管理に必要な措置を講ずることとします。

２　個人情報に関する管理の不備、不具合および事故の発生については、情報を共有し改善策を講ずるものとします。

（守秘義務）
第7条 甲および乙は、この協定にもとづき知り得た甲の構成員の個人データに関して、正当な理由なく第三者に漏らさない守秘義務を負います。
２　甲または乙が、正当な理由なく前項の規定に違反した場合には、甲または乙は、直ちにこの協定を解除し、損害の賠償を求めることができるものとします。
（規定外条項）
第8条 本協定書の各規定ならびに各共済事業ごとの規約および細則に定めのない事項が生じた場合、または本協定書の各規定に関する解釈に疑義が生じた場合には、甲と乙との協議のうえ、誠意をもって解決するものとします。
（有効期間）
第9条 この協定の有効期間は、　　　　　年　　月　　日から１年間とします。ただし、期間満了３ヵ月前までに甲、乙いずれか一方から何等の申し出のないときは、本協定は自動的に１年間延長されるものとし、以後も同様とします。
２　この協定は、甲または乙の代表者の変更があっても引き続き効力を有するものとします。
この協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有します。

	年　　　月　　　日



	
	（甲）

	所在地

	

	
	
	名称

	

	
	
	代表者

	㊞


	
	
	
	

	
	（乙）


	所在地

	東京都千代田区六番町2-15


	
	
	名称

	全国労働者共済生活協同組合連合会
自治労共済推進本部


	
	
	代表者

	本部長　　川本　淳　㊞



